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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
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回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 （千円） 3,562,9895,310,1465,271,0094,619,8414,720,100

経常利益又は経常損失（△） （千円） 86,109 220,912△47,845 △75,847 8,766

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） 28,221 224,950△82,874△493,427 16,084

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） ― ― ― ―     ―

資本金 （千円） 500,000 500,000 771,275 771,275 771,275

発行済株式総数 （株） 27,210 27,210 29,560 29,560 29,560

純資産額 （千円） 609,028 833,6091,292,303754,769 770,854

総資産額 （千円） 1,435,8332,101,6032,198,6811,848,3511,492,722

１株当たり純資産額 （円） 22,382.5430,636.1343,717.9626,748.7527,318.78

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）
（円）

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
（円） 1,037.178,267.20△2,920.62△17,314.08570.03

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 42.4 39.7 58.8 40.8 51.6

自己資本利益率 （％） 4.6 26.9 ― ― 2.1

株価収益率 （倍） ― ― ― ― 21.93

配当性向 （％） ― ― ― ― ―

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 254,290 171,964△168,296△369,615 47,175

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △130,891 11,470△147,519△29,737 7,169

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 80,008 306,822 266,432△73,415△200,000

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 557,0001,047,257997,873 525,105 379,450

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（名）

90

(6)

132

(29)

158

(43)

150

(49)

154

(43)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、平成19年５月期および平成20年３月期は当期純損失を

計上しているため、平成17年５月期および平成18年５月期は新株予約権の残高がありますが、当社株式が非

上場であり、期中平均株価の算定が困難であるため、平成21年３月期は希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

３　自己資本利益率について、平成19年５月期および平成20年３月期は当期純損失を計上しているため、記載して

おりません。

４　株価収益率について、平成17年５月期および平成18年５月は当社株式が非上場であったため、平成19年５月期

および平成20年３月期は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５　第13期は、決算期変更により平成19年６月１日から平成20年３月31日までの10ヶ月間となっております。
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２【沿革】

平成７年６月 株式会社メンバーズを東京都港区に設立、ダイレクトマーケティング支援を開始

平成７年10月 eビジネス構築サービスを開始（現 デジタルマーケティング事業）

平成７年12月 インターネット用サーバーのレンタル事業を開始

平成９年７月 インターネット上の広告取扱事業を開始（現 デジタルマーケティング事業）

平成10年４月 東京都千代田区に本社を移転

平成11年４月 インターネット上で、個人消費者向けに購買支援事業を開始

平成12年３月 東京都港区に本社を移転

 株式会社カーズプライスドットコム（当社出資比率100％）を設立

 株式会社アットマークトラベル（当社出資比率100％）を設立

 株式会社リビングファースト（当社出資比率100％）を設立

 株式会社イーシーウォッチドットコム（当社出資比率100％）を設立

平成13年３月 株式会社アットマークトラベルを株式会社東芝および経営陣へ譲渡

平成13年５月 株式会社カーズプライスドットコムおよび株式会社イーシーウォッチドットコムを解散（同年９月　

清算結了）

 株式会社リビングファーストをMBO方式により経営陣および事業パートナーへ当社保有株式のうち

96％を譲渡

 アクセンチュアと資本提携を含む戦略的パートナーシップを締結

平成16年５月 英国規格「BS7799」および国内規格「ISMS適合性評価制度」を同時取得

平成16年６月 メディア＆ツール事業を開始

平成16年12月東京都港区虎ノ門に本社を移転

平成17年３月 財団法人日本情報処理協会（JIPDEC）による「プライバシーマーク」使用の許諾事業者として認定

平成17年８月 アクセンチュアとの資本提携解消

平成17年11月株式会社電通ドットコムと資本提携

 株式会社リクルートと業務・資本提携

平成18年５月

 

平成18年11月

平成19年８月

平成20年３月

平成20年10月 

「BS7799」および「ISMS適合性評価制度」から移行した、国際認証規格「ISO/IEC27001」および国内

規格「JISQ27001」を取得

名古屋証券取引所セントレックス市場に上場

大阪府大阪市淀川区に大阪支社を設立

第13期事業年度より従来の５月より３月に決算期を変更

大阪支社閉鎖
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３【事業の内容】

当社は、デジタル技術およびネットワーク技術を活用して、顧客企業に最適なインタラクティブ・マーケティン

グソリューションを提供する“デジタルマーケティング・インテグレーター”です。

　インターネット広告代理、ウェブ制作、ウェブ制作の人材派遣などを通じて、データベースを用いて顧客のマーケ

ティング効果を高めるサービスを提供しております。

　なお、当社の開示区分を第14期より下表のとおり、インタラクティブ・マーケティングに集約しております。

＜事業フロー図＞
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（1）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

154（43）     30.7     2.7     4,120,368

　　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当事業年度の平均雇用人数を外数で記載しておりま

す。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

（2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

 当事業年度（平成20年４月から平成21年３月）において、わが国の経済は、米国のサブプライムローン問題に端を

発した国際的金融危機による、世界経済の急減速に伴う株式市場の大幅下落などの影響により、特に事業年度後半に

おいて、先行きが非常に不透明な状況で推移しました。

 こうした厳しい経済情勢の中、顧客企業の広告予算、ウェブサイト制作予算を削減しつつ、より付加価値、費用対

効果の高いサービスの提供を志向することが想定されます。

 このような状況において、当社ではデータベースを用いて顧客のウェブマーケティング効果を高めるサービスへの

注力方針を継続し、事業年度後半には、機能別組織であった前組織体制から、顧客本位のサービス提供体制とすべく

事業部制を導入することで、一気通貫組織で競争優位性を確立するとともに、商品力を強化して特定商品の開発・販

売に注力してまいりました。そのような方針のもと、顧客のリスティング広告の効果を大幅に改善するリスティング

自動最適化支援ツール「サイテキッカー」の開発・提供や、顧客企業常駐型でのウェブサイト運営支援サービスなど

を推進してまいりました。

 また、ウェブ開発センターを設置し、ノウハウやナレッジの集中化による品質の向上と原価圧縮に取り組みまし

た。経費に関しましては、大阪支社の閉鎖、中途採用の抑制など引き続き販売管理費等のコスト削減に取り組んでお

ります。

 また、中長期的な経営基盤の強化を目的として、評価制度や就業制度などにおける人事制度改革を整備し、実施段

階に移行させております。

 一方、当社が属するインターネット業界を見ますと、EC（電子商取引）を中心に引き続き市場は拡大傾向にあり、

インターネット利用者が8,000万人（財団法人インターネット協会発表）を上回り、コミュニケーションツールとし

ての利用も定着するなど、日常生活に欠かせないメディアとなっております。当社の主力事業の一つであるインター

ネット広告についても、平成20年には前年比16.3％増の6,983億円（電通総研発表）となるなど拡大を続けており、

当社は、今後も一層の市場規模拡大が期待される成長分野に属するものと考えております。

 そのような市場環境のもと、新年度においては、特に拡大が見込まれるEC系顧客向けに、サイテキッカーを中心と

したデーターベースを用いてウェブマーケティング効果を高める高付加価値サービスの開発・提供をスピード感を

も

って行っていきます。また引き続き各事業部においては既存大口顧客へ注力して高品質なサービスを提供し、ウェブ

開発センターにおいて今後も堅調な拡大が見込まれるシステム系インテグレーション案件におけるノウハウ・ナ

レッ

ジの蓄積・集中化に取り組みます。

 なお、新年度においては、大幅な経費削減を目的とした本社オフィスの移転を予定しており、引き続き収益体質の

強化に取り組んでまいります。

 以上の結果、当事業年度の売上高は4,720百万円、営業利益は11百万円、経常利益は８百万円、当期純利益は16百

万円となり、平成21年２月12日発表の業績予想を上回り、通期黒字を達成する事ができました。

 

（2） キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前事業年度末に比べ145百万円減少し、当

事業年度末には379百万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のと

おりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、47百万円となりました。収入の主な内訳は、税引前当期純

利益19百万円、売上債権の減少244百万円であり、支出の主な内訳は、リース資産減損勘定の支払額62百万円、そ

の他の流動負債の減少94百万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において投資活動の結果得られた資金は、７百万円となりました。収入の主な内訳は、投資有価証券

の売却74百万円、敷金保証金の回収54百万円であり、支出の主な内訳は、敷金保証金の差入100百万円、無形固定

資産の取得18百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、200百万円となりました。これは主として、短期借入金の返済に

よる支出100百万円、長期借入金の返済による支出100百万円によるものです。

（注）平成20年３月期は、決算期変更に伴い10ヶ月決算となっておりますので、業績及びキャッシュ・フローの状況
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　　　につきましては、対前期増減は記載しておりません。 
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２【制作、受注及び販売の状況】

　当事業年度より、区分の変更を行っております。詳細につきましては、「第１　企業の概況　３　事業の内容」を

ご参照ください。

 

旧区分（参照）

ウェブインテグレーション、デジタルコミュニケーション、サービス開発 

 

①　制作実績

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

インタラクティブ・マーケティング事業 2,044,360 －

合計 2,044,360 －

（注）１．上記金額には、消費税は含まれておりません。

２．上記金額は、製造原価によっております。

３．決算期変更により前事業年度は10ヶ月（平成19年６月１日～平成20年３月31日）となりましたので、当事業年

度との比較は行っておりません。

②　広告及び商品の仕入実績

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

インタラクティブ・マーケティング事業 1,897,802 －

合計 1,897,802 －

（注）１．上記金額には、消費税は含まれておりません。

　　　２．上記金額は、仕入価格によっております。

３．決算期変更により前事業年度は10ヶ月（平成19年６月１日～平成20年３月31日）となりましたので、当事業年

度との比較は行っておりません。

③　受注状況

区分 受注高（千円）  前年同期比（％） 受注残高（千円）
 前事業年度末比

（％）

インタラクティブ・マーケティン

グ事業
4,520,288 － 282,525 58.6

合計 4,520,288 － 282,525 58.6

（注）１．上記金額には、消費税は含まれておりません。

２．上記金額は、販売価格によっております。

３．決算期変更により前事業年度は10ヶ月（平成19年６月１日～平成20年３月31日）となりましたので、受注高の

当事業年度との比較は行っておりません。

④　販売実績

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

インタラクティブ・マーケティング事業 4,720,100 －

合計 4,720,100 －

（注）１．上記金額には、消費税は含まれておりません。

２．決算期変更により前事業年度は10ヶ月（平成19年６月１日～平成20年３月31日）となりましたので、当事業年

度との比較は行っておりません。
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３【対処すべき課題】

（１）対処すべき課題

14期においては、大手顧客企業へのマーケティング効果の最大化など、高付加価値サービスの提供及び経費削減に

取り組んだことで黒字化を実現するに至りました。

当社の属するインターネットマーケティング関連市場は拡大傾向にあるものの、景気の先行きが不透明な中で競合

企業との競争も激化、顧客企業に求められるサービス水準も高くなっております。同様に競合企業も高付加価値の提

供を指向し始めています。

これらの課題に対処するため、販売管理費の削減等のコスト削減の施策を今後も継続し実施することはもとより、

当社の強み・特徴を強く打ち出し、現状の優位性を生かして逸早く多くの重要な顧客企業の信頼を勝ち得ることが重

要な課題であると考えております。

 

（２）株式会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値および株主共同の利益を最大限

に確保し、より向上させるという最終的な目的を理解しているものでなければならないと考えます。

　したがいまして、特定の者またはグループが当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得するこ

とにより、当社の企業価値または株主の皆様に共通する利益が毀損されるおそれが存在すると考えられる場合

には、かかる特定の者またはグループが当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切である

として、法令および定款によって許容される限度において、当社の企業価値または株主の皆様に共通する利益

を保全するための相当な措置を講ずることといたします。

②基本方針実現のための取組み

（a）基本方針の実現に資する特別な取組み 

　当社は平成７年の創業以来、“デジタルマーケティングインテグレーションを通じて豊かなデジタルインフ

ラ社会の創造に大きく貢献する”ことを経営理念として、インターネットマーケティング関連の事業を軸とし

て企業価値の最大化を目指してまいりました。このような理念の下、顧客企業のマーケティング活動における

投資対効果最大化のために、ウェブインテグレーションやインターネット広告代理等の個々のサービス起点で

はなく、マーケティング施策の全体最適化をワンストップソリューションで実現するサービスの提供体制を築

いてまいりました。

（b）基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成20年６月27日開催の第13期定時株主総会において「当社株券等の大規模買付行為への対応策

（買収防衛策）」（以下本プランといいます。）の一部改定・継続を決議いたしました。

　本プランは、当社株券等の20％以上を取得しようとする者が従うべき手続きとして、①事前に大規模買付者が

当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大

規模買付行為を開始する、という「大規模買付ルール」を定めています。具体的な手続は次のとおりです。 

（イ）情報提供の要求 

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、当社代表取締役宛に、大規模買付ルールに従う旨

の意向表明書をご提出いただきます。

　大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会としての意見形成の

ために必要かつ十分な情報(以下「必要情報」といいます。) を提供していただきます。

　そして、当社は、上記意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき必要情報

のリストを当該大規模買付者に交付します。

（ロ）取締役会による評価等 

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し必要情報の

提供を完了した後、60日間(対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合)または

90日間(その他の大規模買付行為の場合)を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための

期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。したがって、大規模

買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締役会評価期間中、当社取締役会

は独立の外部専門家等の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会と

しての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関

する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示することもありま

す。
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（ハ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

　大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、後記独立委員会の勧告を最大限に尊重しつつ、当社の企業価値および株主共同の利益を

守ることを目的として、新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとり、

大規模買付行為に対抗する場合があります。

（ニ）独立委員会の設置 

　当社取締役会が上記対応策を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するた

めのチェック機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断

を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役、ならび

に社外有識者の中から選任します。 

　本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.members.co.

jp/）に掲載している平成20年５月30日付ニュースリリースをご覧下さい。 

（c）具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ずに行われる

ところのいわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値および株主の皆様に共通の利益に適うものであれば、

これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う提案に応ずるか否かの判断も、最

終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。

　しかしながら、株式の大規模買付行為においては、その目的等から見て企業価値または株主の皆様の共同利益

に反するもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

規模買付行為について検討することまたは対象会社の取締役会が代替案を提案するための時間と情報を提供

しないもの、大規模買付者の示した条件が対象会社の適正な価値を十分に反映しているとはいえないもの等、

対象会社の企業価値または株主共同の利益に適合しないものも少なくありません。

　当社は、当社株式の適正な価値を株主の皆様や投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりま

すものの、突然大規模買付行為がなされたときに、大規模買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどう

かを株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から適切か

つ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式をそのまま継続的に保有することを考える株

主の皆様にとっても、大規模買付行為が当社に与える影響や、当社の従業員、関係会社、顧客および取引先等の

ステークホルダーとの関係についての方針を含む、大規模買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方

針や事業計画の内容等は、その継続保有を検討するうえで重要な判断材料であります。同様に、当社取締役会が

当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのかも、当社株主の皆様にとっては重要な判断材料

となると考えます。 

　これらを考慮し、当社取締役会は、大規模買付行為に際しては、大規模買付者から事前に、株主の皆様の判断の

ために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されるべきである、という結論に至りました。当社

取締役会は、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する当社取締役会としての意見の検討を速やか

に開始し、独立の外部専門家等の助言を受けながら慎重に検討したうえで意見を形成し公表いたします。さら

に、必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善についての交渉や当社取締役会としての株主の皆様に対する

代替案の提示も行います。かかるプロセスを経ることにより、当社株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考に

しつつ、大規模買付者の提案と(代替案が提示された場合には)その代替案を検討することが可能となり、最終

的な応否を適切に決定する機会を得られることとなります。結果として、当該プロセスを経ることは、まさに基

本方針に沿うものであり、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　このようなルールの設定については、裁判所においても「経営支配権を争う敵対的買収者が現れた場合にお

いて、取締役会において、当該敵対的買収者に対し事業計画の提案と検討期間の設定を求め、当該買収者と協議

してその事業計画の検討を行い、取締役会としての意見を表明するとともに、株主に対し代替案を提示するこ

とは、提出を求める資料の内容と検討期間が合理的なものである限り、取締役会にとってその権限を濫用する

ものとはいえない」と判示され、その正当性が是認されているところです（東京地方裁判所平成17年７月29日

決定）。 

　そこで、当社取締役会は、大規模買付行為が、上記の見解を具体化した一定の合理的なルールに従って行われ

ることが、当社および当社株主全体の利益に合致すると考え、第一の対応策として、大規模買付ルールを設定す

ることといたしました。 
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４【事業等のリスク】

当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には

主として以下のようなものがあります。

なお、本項において将来に関する事項は、別段の記載がない限り有価証券報告書提出日現在において当社が判断し

たものであり、不確実性を内在しているため実際の結果と異なる可能性があります。

（1）当社の事業を取り巻く環境について

当社は、デジタルマーケティングに関するコンサルティング、プランニング等の付加価値の高いサービス、各種

マーケティング施策の提供等を強みとしております。しかし、インターネット関連業界は、参入障壁が低く、技術進

歩のスピードが速いことから、今後の新規参入、新技術・サービスの出現等によって当社の強みが消失し、当社主力

業務の規模縮小等の可能性があります。

また、一般に広告市場は景気の動向に左右されやすい傾向があります。インターネット広告は他の広告に比して

成長市場ではありますが、景気動向により成長率が鈍化する可能性があります。従って、わが国経済の景気変動が当

社の経営成績にも影響を及ぼす可能性があります。

 

（2）業績等の推移について

当社は、新規事業等を積極的に展開してまいりましたが、必ずしも全ての新規事業が計画通りの成果をあげたわ

けではございません。当社は今後も、当社の事業内容を陳腐化させないために、インタラクティブ・エージェンシー

としての業務に軸足を置いたうえで新規事業の展開を積極的に進めていく予定でありますが、新規事業の開始後、

社会のニーズに合致しないこととなる場合もありえます。その場合には投資額の回収が困難となり、当社の業績及

び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

（3）売上計上の季節性について

当社は、顧客からホームページ制作業務、広告代理業務等を受託する受注型の業務が主体であるため、当社の中間

・年度決算期末である９月、３月に売上の比率が高くなる傾向があります。

（4）広告業界の取引慣行について

広告業界の取引慣行として、広告会社は、自己の名と責任でメディア会社等と取引を行うこととなっており、その

ことはインターネット広告業界においても変わりはありません。従って、当社は、広告主が倒産等により広告料を支

払うことが不能となった場合でも、メディア会社等に対しては広告料の支払義務を負うこととなり、広告主の信用

リスクを負担しております。当社は当該信用リスクを極小化させるために、一定の信用力のある優良企業と取引す

ることが通常ではありますが、当該リスクはなお残ります。

また、広告業界の取引慣行として、一般に、インターネット広告を含めた広告取引に係る契約について契約書その

他の書面が取り交わされることは少ないといえます。これは、広告取引においては取引当事者の信頼関係を基礎と

して迅速且つ柔軟に契約の締結・変更に対応する必要性が高いためですが、反面、取引当事者の合意事項について

齟齬が生じてトラブルに発展するリスクがあります。当社は、このリスクを可及的に回避するために、広告取引に当

たって顧客に発注書の提出を要請する等契約内容を書面で残す努力を行っておりますが、顧客によっては発注書の

提出要請に応じない場合もあります。従って、書面化されていない広告取引に係る契約の成立又は内容についてト

ラブルが発生するリスクは残ります。

（5）外注の活用について

当社では、ウェブインテグレーション部門を中心に外注業者（パートナー企業）を積極的に活用しております。

これは、当社の強みが、収益性の高いコンサルティング、プランニング、プロジェクトマネージメント等のプロジェ

クトの上流部分にあることから、そこに当社の経営資源を集中させるためです。現状では、パートナー企業が多数存

在するため、代替性のない特定のパートナー企業に、当社の営業戦略上重要な業務を委託していることはありませ

ん。しかしながら、今後特定のパートナー企業について当社の営業戦略上の重要性が増す可能性があることは否定

できず、その場合、そのパートナー企業に不測の事態が生じ又は市場の逼迫等によりパートナー企業への発注費用

が上昇すると、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

また、当社は、パートナー企業の選定を、その業績、業界での評判、従前の当社との取引関係等を勘案して慎重に

行っており、これに加えて、パートナー企業選定後も、パートナー企業の業務運営の監督及びその提供する成果物の

検収を厳正に行っております。しかし、パートナー企業の提供する成果物に隠れたる瑕疵が存在する可能性がない

とはいえず、当該瑕疵により当社顧客が損害を蒙った場合、当社に対する損害賠償の請求その他の責任追及または

当社の社会的信用の失墜等によって当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また当事業年度より外注費を削減し、内部制作に注力して参りました。これは世界経済の悪化による外注費用の

高騰により、当社の事業及び業績に影響が生じる虞が出てきた為です。今後も外注比削減は利益向上を目指すこと

の重要指標と捉え注力していく所存です。
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（6）システムトラブルについて

当社の業務はコンピューターシステムに依存しており、またインターネット回線を通じての顧客企業との取引も

あることから、システム障害、自然災害、テロ等によりコンピューターシステムが停止し、またはインターネット回

線の接続が不能となった場合、当社の業務の遂行に支障を来たすリスクがあり、当該リスクが顕在化すると、機会損

失の発生、代金の返還、損害賠償の支払、社会的信用の失墜等を通じて当社の業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

（7）情報セキュリティおよび個人情報保護について

当社は、システム上の瑕疵、コンピューターウィルス、不正アクセス等に起因するシステム障害、情報の流出・漏

洩・改竄等のリスクを未然に防止して情報セキュリティを確保することにより、顧客の機密情報及び個人情報を適

切に保護することが、当社に対する顧客の信用の根幹をなすものであり、経営上の最重要課題であると考えており

ます。そのため、当社は、財団法人日本情報処理開発協会のプライバシーマークや国際認証規格「ISO/IEC27001」お

よび国内規格「JISQ27001」を取得し、これらの管理手法に基づく情報の適正管理を継続的に行うことにより情報

セキュリティ体制を構築・運営しております。しかしながら、こうした対策を講じていても、情報セキュリティ体制

に完全はなく、新種のコンピューターウィルスの出現等により、顧客の機密情報又は個人情報の漏洩、改竄が生じる

余地が考えられ、その場合、当社に対する損害賠償の請求その他の責任追及や当社の社会的信用の失墜等を通じて

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 （8）法的規制について

ⅰインターネット広告に関する規制

　現在のところ、当社の事業の阻害要因となる直接的な法規制又はインターネット広告業界の自主規制はありませ

ん。しかし、インターネット取引が普及する一方で、インターネット広告を悪用した犯罪が頻発する等、社会情勢

が大きく変化すると、インターネット広告事業等に係る法規制又はインターネット広告業界の自主規制が強化され

る可能性があります。現時点でその規制内容を予測することは困難ではありますが、その内容如何によっては、

当社の事業展開に重大な影響を及ぼすおそれがあります。

　また、広告主を規制する法律としては、不当景品類及び不当表示防止法、特定商取引に関する法律等があります。広

告主がこれらの法律に違反しても直ちに広告代理事業者の広告取引が違法となるわけではありませんが、広告代理

事業者である当社の行為が広告主の違法行為を助長するものとして損害賠償の対象となり又は当社の社会的評判

が失墜するリスクがあります。当社は、一定の信用力のある広告主とのみ広告取引を行い、風俗営業に係る広告取引

を行わないことを基本方針としており、違法な広告の掲載に関与しないための防止策をとっておりますが、上記リ

スクが顕在化する余地がないとはいえません。

　また、当社は既述のように、外注業者を積極的に活用しておりますが、当社が小規模事業者を外注先として選定

して取引する場合、当社がその相対的な優越的地位を濫用して代金支払の遅延等を行うと、下請代金支払遅延等防

止法に違反するものとして、公正取引委員会からその是正を勧告され又は原状回復措置を求められるリスクがあり

ます。当社では現在までこうしたリスクが顕在化した例はなく、また、顕在化しないように契約管理をしておりま

すが、当該リスクが完全にないとはいえません。

 

ⅱ派遣サービスに関する規制

　当社が提供するサービスの内、人材派遣サービスは、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就

業条件の整備等に関する法律」（労働者派遣法）に基づいた一般労働者派遣事業として厚生労働大臣の許可を受

け

てサービス提供を行なっています。

　労働者派遣法では、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、当社が一般労働者派遣事業主としての欠格

事由（労働者派遣法第６条）、及び、当該事業許可の取消事由（同法第14条）に該当した場合には、厚生労働大臣

が事業許可の取消、業務の停止を命じることができる旨を定めております。

それらに該当した場合には、厚生労働大臣が事業許可の取消、業務の停止を命じることができる旨を定めており

ます。

　現時点において認識している限りでは、当社はこれらの法令に定める欠格事由及び取消事由に該当する事実はあ

りません。しかしながら将来、何らかの理由により許可の取消等が発生した場合には、当社のサービス運営に多大

な支障をきたすとともに、業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

　また、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律等の一部を改正す

る法律案」が国会において審議中となっています。同法律案は派遣先・派遣元に対する行政の指導監督権限の強化

を目的としており、一部の法律を除き平成21年10月１日より施行するものとしています。今後このような法令の変

更がある場合、また、労働基準法等の労働関連法令において、法令の変更、新法令の制定等が行なわれた場合に当

社の事業が制約され、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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（9）知的財産権について

当社は、第三者の特許権、著作権等の知的財産権を侵害することのないように、システム開発、ホームページの制

作等の業務を行っておりますが、当社開発物・制作物の全てにつき特許権等の侵害の有無を厳密に調査することは

不可能であり、当該開発物・制作物が第三者の知的財産権を侵害していない保証はありません。万一、当社が第三者

の知的財産権を侵害した場合には、当該開発物・制作物の使用の差止請求、損害賠償請求、使用許諾料の支払請求等

により、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（10）人材の確保及び育成について

当社が、参入障壁が低く、技術進歩のスピードが速いインターネット業界において、高付加価値のサービスの提供

を継続し、拡大するためには、高度な専門的知識・能力を有する人材の確保・育成が最重要課題であります。しか

し、インターネット業界は比較的新しく且つ急成長している業界であることから人材の裾野は広くなく、また、昨今

のデジタル業界を中心とした国内全般の好景気により技術者に対する需要が高まっていることから、優秀な人材の

中途採用が困難となっております。

　当社では、既存の従業員の離職率を抑えることのほか新卒を採用して教育する方針を強めておりますが、事業拡大

の速度に比して新卒採用者の戦力化が遅れる場合、または育成した社員の離職率が高い場合等には、当社の経営成

績に悪影響が及ぶ可能性があります。

（11）配当政策について

当社は、株主に対する利益還元を、経営の最重要課題の一つとして位置付けております。しかしながら、今後も剰

余金の処分に当たって、当面は事業拡大のための内部留保の充実に注力する方針です。しかし、事業規模、収益が安

定成長期に入ったと判断された段階で、経営成績、財政状況を勘案しながら、配当等による総合的な株主への利益還

元を検討していく所存であります。ただ、将来の経営成績、財政状況によっては、株主への配当等による利益還元が

困難となる場合があります。

（12）ストックオプションについて

当社は、長期的な企業価値の向上に対する役員及び従業員等の士気を高める目的等のため、ストックオプション

を発行しております。現在発行し又は今後発行するストックオプションが行使された場合、発行済株式総数が増加

し、1株当たりの株式価値が希薄化する可能性があり、この株式価値の希薄化が株価形成に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

（1）財政状態

当社は、適切なる流動性の維持、事業活動のための資金確保および健全なバランスシートの維持を財務方針とし

ております。

当事業年度末の財政状態につきましては、前事業年度末に比べ総資産が355百万円の減少、負債が371百万円の減

少、純資産が16百万円の増加となりました。これらの主な要因は次のとおりであります。

流動資産は1,211百万円（前事業年度末比396百万円の減少）となりました。これは主として、現金及び預金が

145百万円及び売上債権が244百万円減少したことによるものです。固定資産は281百万円（前事業年度末比41百万

円の増加）となりました。これは主として、投資有価証券が13百万円減少したものの、ソフトウェアが16百万円、敷

金保証金が46百万円増加したことによるものです。

流動負債は686百万円（前事業年度末比271百万円の減少）となりました。これは主として、買掛金が13百万円、

短期借入金が100百万円、1年以内返済予定の長期借入金が100百万円、未払金が38百万円、賞与引当金が17百万円、

それぞれ減少したことによるものです。固定負債は35百万円（前事業年度末比100百万円の減少）となりました。

これは、リース資産の減損勘定が100百万円減少したことによるものです。

純資産につきましては770百万円（前事業年度末比16百万円の増加）となりました。これは、当期純利益による

ものです。

 

（2）経営成績およびキャッシュ・フロー

　「１　業績等の概要」をご参照ください。

EDINET提出書類

株式会社メンバーズ(E05153)

有価証券報告書

15/73



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　該当事項はありません。

２【主要な設備の状況】

 平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業員数

（名）建物 器具及び備品 ソフトウェア 合計

本社

（東京都港区）

事務所内装設備・什器

・パソコン等
26,193 9,629 17,746 53,568154（43)

合計 26,193 9,629 17,746 53,568154（43)

　（注）１　金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　従業員数の（　）は臨時雇用者数であり、当事業年度の平均雇用人数を外数で記載しております。

４　本社の土地・建物は賃借しております。

５　上記のほか、リース契約による主な賃借設備として、以下のものがあります。

名称
数量
（台）

リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

備考

ソフトウェア  ３ 12,688 16,609
所有権移転外ファイナンス

リース

コンピューター機器およびソ

フトウェア
一式 ４ 4,354 1,504

所有権移転外ファイナンス

リース

本社ネットワーク設備、機器お

よびソフトウェア
一式 ４～５ 46,658 45,148

所有権移転外ファイナンス

リース

システム、サーバー、各種機器

およびソフトウェア
 一式  ４～５ 18,332 38,489

所有権移転外ファイナンス

リース

３【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設および除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,560 29,560
名古屋証券取引所

（セントレックス）

当社は単元株制度を採

用しておりません。

計 29,560 29,560 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　新株予約権
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第７回定時株主総会決議日（平成14年８月27日）

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数 　 841個 　 841個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　 841株 　 841株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年９月１日～

平成21年８月31日
同左

新株予約権の権利行使により発行する

株式の発行価格および資本組入額

発行価格　　　25,000円

資本組入額　　12,500円
同左

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権行使時の前年度末の

当社の営業利益が150百万円以上で

あることを要する。

(2）新株予約権の割当てを受けた者

が死亡した場合は、相続人がその権

利を行使することができる。

(3）次の各号に該当する場合、新株予

約権は喪失し、権利行使はできない

ものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者

が、当社の取締役、監査役もしく

は従業員、関連会社の取締役もし

くは従業員、または当社が業務を

委託している会計士もしくはコ

ンサルタントのいずれでもなく

なった場合。ただし、取締役会が

認めた場合はこの限りでない。

②　新株予約権の割当てを受けた者

が、禁固刑以上の刑に処せられた

場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者

が、新株予約権の第三者に対する

質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主

総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結する新株

予約権付与契約に定めるところ

による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－ －
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第９回定時株主総会決議日（平成16年８月26日）

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数 　 299個 　294個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　 299株 　 294株

新株予約権の行使時の払込金額 45,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日～

平成26年７月31日
同左

新株予約権の権利行使により発行する

株式の発行価格および資本組入額

発行価格　　　45,000円

資本組入額　　22,500円
同左

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権行使時の前年度末の

当社の営業利益が150百万円以上で

あることを要する。

(2）新株予約権の割当てを受けた者

が死亡した場合は、相続人がその権

利を行使することができる。

(3）次の各号に該当する場合、新株予

約権は喪失し、権利行使はできない

ものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者

が、当社の取締役、監査役もしく

は従業員、関連会社の取締役もし

くは従業員、または当社が業務を

委託している会計士もしくはコ

ンサルタントのいずれでもなく

なった場合。ただし、取締役会が

認めた場合はこの限りでない。

②　新株予約権の割当てを受けた者

が、禁固刑以上の刑に処せられた

場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者

が、新株予約権の第三者に対する

質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主

総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結する新株

予約権付与契約に定めるところ

による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－ －

第10回定時株主総会決議日（平成17年８月26日）

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数 　 263個 　 248個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　 263株 　 248株

新株予約権の行使時の払込金額 50,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日～

平成27年７月31日
同左

新株予約権の権利行使により発行する

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　50,000円

資本組入額　　25,000円
同左
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第10回定時株主総会決議日（平成17年８月26日）

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権行使時の前年度末の

当社の営業利益が150百万円以上で

あることを要する。

(2）新株予約権の割当てを受けた者

が死亡した場合は、相続人がその権

利を行使することができる。

(3）次の各号に該当する場合、新株予

約権は喪失し、権利行使はできない

ものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者

が、当社の取締役、監査役もしく

は従業員、関連会社の取締役もし

くは従業員、または当社が業務を

委託している会計士もしくはコ

ンサルタントのいずれでもなく

なった場合。ただし、取締役会が

認めた場合はこの限りでない。

②　新株予約権の割当てを受けた者

が、禁固刑以上の刑に処せられた

場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者

が、新株予約権の第三者に対する

質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主

総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結する新株

予約権付与契約に定めるところ

による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－ －
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年11月２日

（注）１ 
2,000 29,210 266,800 766,800 266,800 397,263

平成18年６月１日～

平成19年５月31日

（注）２ 

350 29,560 4,475 771,275 4,475 401,738

　　（注）１　有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　　　　　　発行価格　　　　290,000円

　　　　　　　引受価額　　　　266,800円

　　　　　　　資本組入額　　　133,400円

　　　　　　　払込金総額　　　533,600千円

２　ストック・オプションの行使による増加であります。

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況
単位未満株
式の状況
（株）

政府および
地方公共団
体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― 6 16 3 3 929 957 ―

所有株式数

（株）
― ― 125 7,914 715 3 20,80329,560 ―

所有株式数の

割合（％）
― ― 0.42 26.77 2.41 0.01 70.37 100.00 ―

（注）１．自己株式1,343株は、「個人その他」に含めて記載しております。　

 

EDINET提出書類

株式会社メンバーズ(E05153)

有価証券報告書

22/73



（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

剣持　忠 東京都杉並区 8,208 27.76

株式会社リクルート 東京都中央区銀座８－４－17 3,537 11.96

電通ドットコム第二号投資事

業有限責任組合　

無限責任組合員　株式会社電

通ドットコム

東京都中央区築地１－９－５一九堂ビル６

階
1,905 6.44

有限会社光パワー
東京都港区南麻布３－19－23オーク南麻布

13階
1,700 5.75

アント・ブリッジ２号投資事

業有限責任組合

無限責任組合員　アント・

キャピタル・パートナーズ株

式会社

代　日興アントファクトリー

株式会社 

東京都千代田区丸の内１－２－１（アント

・キャピタル・パートナーズ株式会社内）
1,600 5.41

株式会社メンバーズ

代表取締役社長　剣持　忠 
東京都港区虎ノ門１－２－８ 1,343 4.54

株式会社アイ・エム・ジェイ 東京都品川区西五反田７－１－１　 1,320 4.46

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋１－16－15 1,020 3.45

小峰　正仁 神奈川県三浦郡葉山町 474 1.60

クレディットスイスチュー

リッヒ

東京都千代田区丸の内２－７－１決済事業

部
441 1.49

山本　治 東京都渋谷区　 408 1.38

計 ― 21,956 74.27
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 1,343 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　28,217 28,217 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 29,560 ― ―

総株主の議決権 ― 28,217 ―

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社メンバーズ
東京都港区虎ノ門１

－２－８
1,343 ― 1,343 4.54

計 ― 1,343 ― 1,343 4.54
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を導入しております。当該制度は旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受

権方式、旧商法第280条ノ20および同第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式、並びに会社法第236条、第237条

および第239条の規定に基づく新株予約権方式によるもので、下記の株主総会において新株予約権の発行を決議

いたしました。

定時株主総会決議日（平成14年８月27日）

付与対象者の区分および人数 当社取締役１名　　当社従業員27名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 841株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円（注２）

新株予約権の行使期間 平成17年９月１日～平成21年８月31日

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権行使時の前年度末の当社の営業利益が150百万円以

上であることを要する。

(2）新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人がそ

の権利を行使することができる。

(3）次の各号に該当する場合、新株予約権は喪失し、権利行使はでき

ないものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者が、当社の取締役、監査役もし

くは従業員、関連会社の取締役もしくは従業員、または当社が業

務を委託している会計士もしくはコンサルタントのいずれでも

なくなった場合。ただし、取締役会が認めた場合はこの限りでな

い。

②　新株予約権の割当てを受けた者が、禁固刑以上の刑に処せられ

た場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権の第三者に対す

る質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した新

株予約権付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数につ

いてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、円未満小数第１

位を四捨五入する。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、上記払込金額を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、円未満小数第１位を四捨五入する。
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調整後払込金額＝
既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

　定時株主総会決議日（平成16年８月26日）

付与対象者の区分および人数 当社取締役２名　　当社従業員32名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 299株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 45,000円（注２）

新株予約権の行使期間 平成18年９月１日～平成26年７月31日

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権行使時の前年度末の当社の営業利益が150百万円以

上であることを要する。

(2）新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人がそ

の権利を行使することができる。

(3）次の各号に該当する場合、新株予約権は喪失し、権利行使はでき

ないものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者が、当社の取締役、監査役もし

くは従業員、関連会社の取締役もしくは従業員、または当社が業

務を委託している会計士もしくはコンサルタントのいずれでも

なくなった場合。ただし、取締役会が認めた場合はこの限りでな

い。

②　新株予約権の割当てを受けた者が、禁固刑以上の刑に処せられ

た場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権の第三者に対す

る質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した新

株予約権付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数につ

いてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、円未満小数第１

位を四捨五入する。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、上記払込金額を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、円未満小数第１位を四捨五入する。
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調整後払込金額＝
既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

　定時株主総会決議日（平成17年８月26日）

付与対象者の区分および人数 当社取締役１名　　当社監査役３名　　当社従業員25名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 263株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 50,000円（注２）

新株予約権の行使期間 平成19年９月１日～平成27年７月31日

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権行使時の前年度末の当社の営業利益が150百万円以

上であることを要する。

(2）新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人がそ

の権利を行使することができる。

(3）次の各号に該当する場合、新株予約権は喪失し、権利行使はでき

ないものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者が、当社の取締役、監査役もし

くは従業員、関連会社の取締役もしくは従業員、または当社が業

務を委託している会計士もしくはコンサルタントのいずれでも

なくなった場合。ただし、取締役会が認めた場合はこの限りでな

い。

②　新株予約権の割当てを受けた者が、禁固刑以上の刑に処せられ

た場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権の第三者に対す

る質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した新

株予約権付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数につ

いてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、円未満小数第

１位を四捨五入する。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、上記払込金額を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、円未満小数第１位を四捨五入する。
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調整後払込金額＝
既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

　定時株主総会決議日（平成21年６月29日）

付与対象者の区分および人数 当社取締役および当社監査役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
　当社取締役については500株、当社監査役については100株を上限と

する（注１）

新株予約権の行使時の払込金額

　新株予約権の割当日の属する月の前月各日（ただし、取引の成立し

ない日を除く。）の名古屋証券取引所セントレックス市場における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円

未満の端数は切り上げ）、または、新株予約権の割当日の終値（ただ

し、当日に終値がない場合はそれに先立つ直近日の終値）のいずれ

か高い金額

新株予約権の行使期間
　新株予約権の割当日の翌日から２年を経過した日から３年を経過

する日まで

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人がそ

の権利を行使することができる。

(2）次の各号に該当する場合、新株予約権は喪失し、権利行使はでき

ないものとする。

①　新株予約権の割当てを受けた者が、当社の取締役、監査役もし

くは従業員のいずれでもなくなった場合。

②　新株予約権の割当てを受けた者が、禁固刑以上の刑に処せられ

た場合。

③　新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権の第三者に対す

る質入れその他の処分をした場合。

④　その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した新

株予約権付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分

割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下「組織

再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」とい

う。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条

第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るも

のとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(１)に準じて決定する

ものとする。

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数につ

いてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
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調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、円未満小数第

１位を四捨五入する。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、上記払込金額を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、円未満小数第１位を四捨五入する。

調整後払込金額＝ 調整前払込金額× 
既発行株式数＋

新規発行(処分）株式数× 1株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

そ　の　他 ― ― ― ―

保有自己株式数 1,343 ― 1,343 ―
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益還元を、経営の最重要課題の一つとして位置付けております。また当

社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定

機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　しかしながら、今後も剰余金の処分に当たって、当面は事業拡大のための内部留保の充実に注力する方針です。今後、

事業規模、収益が安定成長期に入ったと判断された段階で、経営成績、財政状況を勘案しながら、配当政策を検討して

いく所存であります。

なお当社は、平成20年３月19日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、「取締役会の決議によっ

て、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項

に定める剰余金の配当をすることができる。」旨を定めております。

４【株価の推移】
（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
回次 第9期 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年３月 平成21年３月
最高（円） － － － 188,000 51,800 22,400
最低（円） － － － 44,600 18,100 8,600
　（注）１．最高・最低株価は名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。

なお、平成18年11月２日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当
事項はありません。

２．第13期は、決算期変更により平成19年６月１日から平成20年３月31日までの10ヶ月間となっております。

（２）【最近６ヶ月間の月別最高・最低株価】
月別 平成20年10月平成20年11月平成20年12月平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高（円） 12,490 12,330 11,700 14,100 12,900 12,810

最低（円） 8,600 9,100 9,500 9,750 9,800 9,040

 　（注）　最高・最低株価は名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役社長

（代表取締役）
社長執行役員 剣持　忠 昭和40年９月28日生

平成２年４月 日本合同ファイナンス株式会社

（現：株式会社ジャフコ）入社

(注)２ 8,208

平成７年１月 株式会社光通信入社

平成７年６月 当社設立代表取締役社長就任

（現任）

平成17年３月 株式会社エルゴ・ブレインズ取

締役就任 

取締役

常務執行役員兼

コーポレート

サービスディビ

ジョン長

小峰　正仁 昭和39年５月18日生

平成２年３月 ジャーディン・ワインズ・アン

ド・スピリッツ株式会社入社

(注)２ 474
平成12年３月当社入社

平成13年６月当社執行役員就任

平成14年８月当社取締役就任（現任） 

平成19年６月当社常務執行役員就任（現任）

取締役 ― 吉井　信隆 昭和29年６月２日生

昭和52年４月株式会社樫村入社

(注)２ 10

昭和54年４月株式会社リクルート入社

平成７年４月 インターウォーズ株式会社設立

代表取締役社長就任（現任） 

平成12年６月カレトモドットコム株式会社取

締役就任（現任） 

平成13年７月株式会社ペットウィズ取締役就

任（現任） 

平成13年８月当社監査役就任 

平成15年８月当社監査役辞任 

平成19年８月当社取締役就任（現任）

取締役 ― 小林　大三 昭和43年４月19日生

平成３年４月 株式会社リクルート入社

(注)２ 0
平成19年４月インターネットマーケティング

局局長就任（現任）

平成19年８月当社取締役就任（現任）

監査役

（常勤）
― 土屋　　洋　 昭和21年12月19日生

昭和45年４月株式会社日本リクルートセン

ター（現株式会社リクルート）

入社

(注)４ 0
平成14年６月株式会社リクルートスタッフィ

ング転籍常勤監査役就任

平成19年６月同社常勤監査役退任

平成19年７月当社顧問就任 

平成19年８月当社監査役就任（現任）

監査役 ― 山本　典生 昭和11年７月７日生

平成元年４月 日本合同ファイナンス株式会社

（現：株式会社ジャフコ）顧問

就任

(注)３ 64

平成９年４月 日本ベンチャーコンサルタント

設立

平成９年４月 当社監査役就任（現任） 

平成11年６月株式会社エヌヴィシ技研代表取

締役会長兼社長就任（現任） 

平成17年４月弥生ヂーゼル工業株式会社監査

役就任  

平成19年５月リープ株式会社監査役就任（現

任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 ― 露木　琢磨 昭和36年９月７日生

平成６年４月 司法研修所終了、弁護士登録

(注)３ 144

平成６年４月 小沢・秋山法律事務所入所

平成11年11月エム・ユー・フロンティア債権

回収株式会社取締役就任（現

任）

平成12年４月露木法律事務所開設（現露木・

赤澤法律事務所）

平成15年８月当社監査役就任（現任）

    計      

　（注） １　取締役吉井信隆および小林大三は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。監査役山本典生およ

び露木琢磨は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成21年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３　平成18年８月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成19年８月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　当社は業務執行をより機動的に行うため執行役員制度を導入しております。執行役員は３名で上記のうち社

外取締役２名を除く２名の取締役のほか原裕で構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社では、株主価値の継続的増大を目指す為に、経営の健全性、透明性、コンプライアンス遵守が最重要課題の１

つと考えております。その実現のためにコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおります。

　①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は、適切な内部統制システムを構築することを目的として、取締役会にて内部統制システム整備の基本方針

を定めております。当社は同基本方針に従い、コンプライアンスやリスク管理のための体制整備、および社外取締

役・社外監査役の設置による取締役の職務執行の適合性・効率性確保、ならびに現場部門から独立した社長直属

の内部監査室の設置など、内部統制システムの強化に努めております。なお、当社の経営意思決定および監督に係

る主な経営管理機関は以下のとおりです。

 

＜取締役会＞

当社の取締役会は常勤取締役２名、非常勤取締役２名で構成されております。原則として非常勤も含めた全取締

役、全監査役が出席する定時の取締役会を毎月開催するほか、必要に応じて臨時で開催し、経営に関する重要事項

の協議決定、業務執行の監督を行っております。

＜経営会議＞

当社の経営会議は常勤取締役２名、常勤監査役１名、執行役員１名、事業部長５名で構成されております。原則と

して全常勤取締役、執行役員、事業部長が出席する定時の経営会議を毎週開催するほか、必要に応じて臨時で開催

し、経営に関する重要事項の協議決定（取締役会決議事項を除く）、業務執行の監督を行っております。

＜監査役会＞

当社は監査役制度を採用しております。監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成され、監査役会が

定めた方針に沿い、取締役を監査しております。また、取締役会およびその他の重要な会議に出席するほか、監査法

人や内部監査室とも適宜連携して情報を共有し、経営監視機能の向上を図っております。

＜内部監査＞

当社は、各現場部門からは独立した社長直属の内部監査室（１名）を設けております。内部監査計画に基づき、

業務の適正性を監査し、随時、内部統制に関する課題等についてアドバイス・改善指導等を実施しております。ま

た、内部監査の実効性、効率性を高めるため、監査役や監査法人とも適宜連携して情報を共有しております。
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＜会計監査＞

当社は明誠監査法人を選任しており、監査業務を執行した公認会計士は中村嘉伸、中澤研二であります。また、監

査業務に係る補助者は、公認会計士１名、その他12名であります。

　なお、平成21年６月29日開催の第14期定時株主総会において、明誠監査法人は任期満了で退任し、新たに監査法人

アヴァンティアが就任いたしました。

　　　②　リスク管理体制の整備の状況

当社は、内部統制システム構築に関する基本方針に基づきリスク管理規程を制定し、企業および役職員を取り巻

くリスクに対する管理体制の強化に努めております。特に情報セキュリティ体制の構築に関しては当社の重要な

課題と認識しており、情報セキュリティに関する国際認証規格であるISO/IEC27001および国内規格JISQ27001を取

得し、管理体制を整備しております。また当社は「プライバシーマーク」使用の許諾事業者として認定を受けてお

り、個人情報保護に関する管理体制を構築しております。

　　　③　社外取締役および社外監査役との関係

当社の社外取締役吉井信隆は、当社株式を10株保有しております。同氏について、その他の取引関係、利害関係は

ありません。なお、同氏が代表取締役社長を務めるインターウォーズ株式会社は当社取引先であります。また、同氏

が代表を務めるＷＯＯＳ．インキュベーションファンド１号は当社株式を175株（0.62%）保有しております。

当社の社外取締役小林大三は、当社主要株主である株式会社リクルートの社員でありますが、個人として、当社

との資本関係または取引関係、その他利害関係はありません。なお、株式会社リクルートは当社株式を3,537株

（12.5%）保有しております。

また、法令および定款に基づき、当社は当該社外取締役２名との間において、次のとおり責任限定契約を締結し

ております。 

　　　　（注）責任限定契約の内容

契約締結日以降、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、同氏がその職務を行

うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限定額を限度とし

て当社に対し損害賠償責任を負うものとし、当該賠償責任額を超える部分については、当社は同氏を当然

に免責する。 

 

当社の社外監査役山本典生は、当社株式64株およびストックオプション10個を、ならびに当社社外監査役露木琢

磨は、当社株式144株およびストックオプション10個を保有しております。当該社外監査役２名について、その他の

取引関係、利害関係はありません。

　　　④　役員報酬の内容

当事業年度における、当社の取締役および監査役に対する役員報酬については以下のとおりであります。

　取締役の年間報酬総額　　　　24,862千円

　監査役の年間報酬総額　　　  13,200千円

　　　　　（注）上記報酬額には、使用人兼務取締役２名の使用人分の給料手当（27,258千円）は含めず表示しております。ま

た社外取締役（１名）は無報酬であります。

　　　⑤　その他当社の定款規定

（自己株式の取得）

当社は、会社法第165条第２項の規定により、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって自己株式の取得

をすることができる旨定款に定めております。これは、自己株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動

的な資本政策の遂行を目的とするものであります。

（株主総会の決議の方法）

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするもの

であります。
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（取締役の定数）

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めています。

（取締役選任の決議要件）

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における取締役の選任決

議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

（中間配当の決議要件）

当社は、株主総会決議に基づく剰余金の配当に加え、会社法第454条第５項の規定により、取締役会決議によって

毎年９月30日を基準日として、中間配当ができる旨定款に定めております。これは、中間配当制度を採用すること

により、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

― ― 18,000 ―

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。 
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年６月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社は、平成20年３月19日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を５月31日から３月31

日に変更いたしました。これに伴い、前事業年度は、平成19年６月１日から平成20年３月31日までの10ヶ月間となっ

ております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成19年６月１日から平成20年３月31

日まで）の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで）の財務諸表については、明誠監査法人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次の通り異動しております。

　前事業年度　　新日本監査法人

　当事業年度　　明誠監査法人

 

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

（1）異動に係る監査公認会計士等

　　　 選任する監査公認会計士等の名称

　　　　 明誠監査法人

（2）異動の年月日

　　　　 平成20年６月27日（第13期定時株主総会開催予定日） 

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 525,105 379,450

受取手形 54,038 1,207

売掛金 937,339 745,723

仕掛品 59,102 48,484

前払費用 30,221 32,621

その他 9,209 5,421

貸倒引当金 △6,924 △1,517

流動資産合計 1,608,093 1,211,391

固定資産

有形固定資産

建物 62,824 50,230

減価償却累計額 △21,126 △24,037

減損損失累計額 △11,019 －

建物（純額） 30,679 26,193

工具、器具及び備品 47,554 38,809

減価償却累計額 △30,359 △28,745

減損損失累計額 △3,989 △434

工具、器具及び備品（純額） 13,205 9,629

有形固定資産合計 43,884 35,822

無形固定資産

ソフトウエア 1,201 17,746

電話加入権 525 525

無形固定資産合計 1,726 18,271

投資その他の資産

投資有価証券 37,834 24,280

出資金 500 500

長期前払費用 481 －

敷金及び保証金 155,831 202,455

投資その他の資産合計 194,647 227,236

固定資産合計 240,258 281,330

資産合計 1,848,351 1,492,722
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 442,346 429,226

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 100,000 －

未払金 194,016 155,774

未払法人税等 5,500 6,657

未払消費税等 28,994 12,238

前受金 9,191 9,282

預り金 11,193 8,513

賞与引当金 51,152 33,291

事業閉鎖損失引当金 15,200 －

本社移転損失引当金 － 31,088

その他 － 167

流動負債合計 957,594 686,240

固定負債

リース資産減損勘定 135,986 35,627

固定負債合計 135,986 35,627

負債合計 1,093,581 721,868

純資産の部

株主資本

資本金 771,275 771,275

資本剰余金

資本準備金 401,738 401,738

資本剰余金合計 401,738 401,738

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △372,828 △356,743

利益剰余金合計 △372,828 △356,743

自己株式 △45,415 △45,415

株主資本合計 754,769 770,854

純資産合計 754,769 770,854

負債純資産合計 1,848,351 1,492,722
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 4,619,841 4,720,100

売上原価

当期製品製造原価 3,873,687 3,952,781

製品売上原価 3,873,687 3,952,781

売上総利益 746,153 767,318

販売費及び一般管理費

役員報酬 36,419 38,062

給料及び手当 344,167 363,523

法定福利費 48,662 49,381

賞与引当金繰入額 22,086 11,636

旅費及び交通費 22,763 23,366

支払手数料 101,428 67,632

地代家賃 71,742 73,195

リース料 25,180 26,600

減価償却費 6,129 4,247

採用関連費 28,211 －

その他 113,638 98,278

販売費及び一般管理費合計 820,430 755,925

営業利益又は営業損失（△） △74,276 11,393

営業外収益

受取利息及び配当金 2,099 1,178

受取保険金 327 962

償却債権取立益 － 3,622

その他 196 328

営業外収益合計 2,623 6,091

営業外費用

支払利息 1,885 1,750

ファクタリング手数料 674 745

支払補償金 1,232 －

訴訟関連費用 － 3,030

支払手数料 － 2,239

その他 402 952

営業外費用合計 4,194 8,718

経常利益又は経常損失（△） △75,847 8,766

特別利益

受取助成金 1,587 －

投資有価証券売却益 － 61,102

貸倒引当金戻入額 2,324 634

特別利益合計 3,911 61,736
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※1
 2,187

※1
 945

投資有価証券評価損 57,855 1,105

事業閉鎖損失 ※2, ※3
 346,491 －

本社移転損失引当金繰入額 － 31,088

支社閉鎖損失 － ※4
 16,724

その他 12,056 1,395

特別損失合計 418,589 51,258

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △490,525 19,243

法人税、住民税及び事業税 2,901 3,159

当期純利益又は当期純損失（△） △493,427 16,084
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　広告媒体費  1,582,93040.6 1,897,80248.1

Ⅱ　労務費 ※２ 564,46414.5 679,46217.2
Ⅲ　経費 ※３ 1,749,78544.9 1,364,89734.6

当期総製造費用  3,897,180100.0 3,942,163100.0

期首仕掛品たな卸高  35,609 59,162 

合計  3,932,790 4,001,265 

期末仕掛品たな卸高  59,102 48,484 

当期製品製造原価  3,873,687 3,952,781 

（脚注）

前事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　原価計算の方法

　　個別原価計算によっております。

１　原価計算の方法

同左

※２　労務費には以下の金額が含まれております。 ※２　労務費には以下の金額が含まれております。

賞与引当金繰入額 29,065千円 賞与引当金繰入額 21,655千円

※３　経費には以下の金額が含まれております。 ※３　経費には以下の金額が含まれております。

外注費 1,371,017千円 外注費 1,119,973千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 771,275 771,275

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 771,275 771,275

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 401,738 401,738

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 401,738 401,738

資本剰余金合計

前期末残高 401,738 401,738

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 401,738 401,738

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 120,598 △372,828

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △493,427 16,084

当期変動額合計 △493,427 16,084

当期末残高 △372,828 △356,743

利益剰余金合計

前期末残高 120,598 △372,828

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △493,427 16,084

当期変動額合計 △493,427 16,084

当期末残高 △372,828 △356,743

自己株式

前期末残高 － △45,415

当期変動額

自己株式の取得 △45,415 －

当期変動額合計 △45,415 －

当期末残高 △45,415 △45,415

株主資本合計

前期末残高 1,293,612 754,769
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △493,427 16,084

自己株式の取得 △45,415 －

当期変動額合計 △538,842 16,084

当期末残高 754,769 770,854

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,308 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,308 －

当期変動額合計 1,308 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 1,292,303 754,769

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △493,427 16,084

自己株式の取得 △45,415 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,308 －

当期変動額合計 △537,533 16,084

当期末残高 754,769 770,854
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △490,525 19,243

減価償却費 12,375 10,327

減損損失 174,335 －

事業閉鎖損失 82,659 －

事業閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 15,200 △15,200

本社移転損失引当金の増加額 － 31,088

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,324 △5,406

投資有価証券売却益 － △61,102

賞与引当金の増減額（△は減少） △15,942 △17,860

受取利息配当金 △2,099 △1,178

支払利息 1,885 1,750

投資有価証券評価損益（△は益） 57,855 1,105

固定資産除却損 2,187 945

売上債権の増減額（△は増加） △282,514 244,537

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,493 10,618

その他の流動資産の増減額（△は増加） 68,330 1,420

仕入債務の増減額（△は減少） 69,561 △13,120

リース資産減損勘定の支払額 △27,810 △62,043

その他の流動負債の増減額（△は減少） △7,010 △94,925

小計 △367,329 50,200

利息及び配当金の受取額 2,099 1,178

利息の支払額 △2,095 △1,301

法人税等の支払額 △2,290 △2,901

営業活動によるキャッシュ・フロー △369,615 47,175

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △500,000 －

定期預金の払戻による収入 500,000 －

無形固定資産の取得による支出 △22,593 △18,707

有形固定資産の取得による支出 － △1,048

投資有価証券の取得による支出 △1,002 △1,199

敷金及び保証金の差入による支出 － △100,960

敷金及び保証金の回収による収入 － 54,336

その他の投資による支出 △6,501 －

その他の投資による収入 360 －

投資有価証券の売却による収入 － 74,750

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,737 7,169

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △128,000 △100,000

自己株式の取得による支出 △45,415 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △73,415 △200,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △472,767 △145,654

現金及び現金同等物の期首残高 997,873 525,105

現金及び現金同等物の期末残高 525,105 379,450
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【重要な会計方針】
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項目
 前事業年度

（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　有価証券の評価基準および

評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）

(1）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準およ

び評価方法

(1）仕掛品

個別法による原価法

(1）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

（会計方針の変更）
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成18年７月
５日改正 企業会計基準第９号）が平
成20年４月１日以降に開始する事業
年度から適用されることになったこ
とに伴い、当事業年度から同会計基準
を適用しております。
この変更に伴う営業利益、経常利益及
び税引前当期純利益に与える影響は
ありません。

３　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

 （追加情報）
　当事業年度から、平成19年３月31日以
前に取得したものについては、償却可
能限度額まで償却が終了した翌年度
から５年間で均等償却する方法に
よっております。当該変更に伴う損益
に与える影響は軽微であります。

 (2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

―――――――

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売期間(3年以内)におけ

る見込販売収益に基づく償却額と販

売可能な残存販売期間に基づく均等

配分額を比較し、いずれか大きい額を

計上する方法

項目
 前事業年度

（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ――――――― (3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとして算定する方法

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のものにつ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。
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項目
 前事業年度

（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４　引当金の計上方法 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

  (3）事業閉鎖損失引当金

　　オリジナルアフィリエイトサービス等
の閉鎖に伴う損失に備えるため、当事
業年度末における損失負担見込額を
計上しております。

（3）　　　　―――――――

  (4)        ――――――― (4）本社移転損失引当金

　　本社の移転に伴う損失に備えるため、当
事業年度末における損失負担見込額
を計上しております。

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。

―――――――

６　キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資からなっております。

同左

７　その他財務諸表作成のため

の重要な事項

(1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

 

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。

　この変更に伴う営業利益、経常利益および当期純利益に与

える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度において独立科目で掲記しておりました「未

収入金」（当事業年度6,705千円）および「立替金」（当

事業年度2,497千円）については、それぞれ資産総額の100

分の１以下となったため、当事業年度より流動資産の「そ

の他」に含めて表示しております。

──────

（損益計算書）

 前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「ファクタリング手数料」（前事業年度

286千円）については、営業外費用の総額の100分の10超と

なったため、当事業年度より区分掲記しております。

（損益計算書）

 前事業年度において独立科目で掲記しておりました「採

用関連費用」（当事業年度1,291千円）については、販売費

および一般管理費の100分の５以下となったため、当事業年

度より販売費および一般管理費の「その他」に含めて表示

しております。

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１．　　　　　　　　──────

 

　　　　

１．受取手形割引高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57,743千円

２．当社は、運用資金の効率的な調整を行うため取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行

残高等は、次のとおりであります。

２．当社は、運用資金の効率的な調整を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実

行残高等は、次のとおりであります。

 

当座貸越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 400,000

 

当座貸越極度額の総額 300,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 300,000
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　固定資産除却損は、次のとおりであります。

器具及び備品

ソフトウェア

1,610千円

576

計 2,187

※１　固定資産除却損は、次のとおりであります。

器具及び備品

建物

830千円

114

計  945

※２　事業閉鎖損失の内訳

減損損失 174,335千円

事業閉鎖損失引当金繰入額 15,200

家賃 54,648

人件費・経費 26,851

その他 75,455

計 346,491

　                ───────

 

※３　減損損失の内訳及び概要

　　※３に記載しております減損損失の内訳及び概要は

　下記のとおりであります。

場所 用途 種類
金額

（千円）

本社
ソフトウェア

リース資産 138,009

無形固定資産 21,316

事務所設備 建物附属設備他 15,008

合計 174,335

　　当社は事業用資産を、キャッシュ・フローを生み出

　す主要なサービス単位を基準とした管理会計上の区分

　に従ってグルーピングしております。

 

　　オリジナルアフィリエイトサービス、自社モバイル

　サービス及び自社メール配信サービス（以下、アフィ

　リエイトサービス等）における営業活動から生ずる損

　益が継続してマイナスとなり、黒字化の見通しが立た

　なくなったことから、当該対象資産を全額減額し、減

　損損失として特別損失に計上しております。

 

　　なお、アフィリエイトサービス等につきましては事

　業撤退を決定したため、当該対象資産の将来キャッシ

　ュ・フローが見込めないことから、回収可能価額はな

　いものとして算定しております。

　                ───────

 

 　                ─────── 

 

※４　支社閉鎖損失は、大阪支社の閉鎖に伴い発生した損　

　　失であります。 
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（株主資本等変動計算書関係）

　　前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）
 
　　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数

当事業年度増加

株式数

当事業年度減少

株式数

当事業年度末

株式数

 発行済株式                 

 　　普通株式 29,560 － － 29,560

合計 29,560 － － 29,560

 自己株式                 

 　　普通株式（注） － 1,343 － 1,343

合計 － 1,343 － 1,343

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,343株は、平成19年７月26日開催の取締役会決議に基づく市場買付による増

加であります。

 

　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
前事業年度末 

当事業年度

増加 

当事業年度

減少 

当事業年度

末 

 提出会社  平成14年新株予約権（注）１  　普通株式 843 －  1  842  －

 平成16年新株予約権（注）１  　普通株式 528 －  219  309  －

 平成17年新株予約権（注）１ 　 普通株式 443 －  160  283  －

 合計  －  1,814 －  380 1,434  －

（注）平成14年、平成16年および平成17年新株予約権の減少は、社員の退職に伴う権利失効によるものであります。

 

　　３．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　　当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）
 
　　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数

当事業年度増加

株式数

当事業年度減少

株式数

当事業年度末

株式数

 発行済株式                 

 　　普通株式 29,560 － － 29,560

合計 29,560 － － 29,560

 自己株式                 

 　　普通株式 1,343 － － 1,343

合計 1,343 － － 1,343
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 　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
前事業年度末 

当事業年度

増加 

当事業年度

減少 

当事業年度

末 

 提出会社  平成14年新株予約権（注）１  　普通株式 842 － 1 841 －

 平成16年新株予約権（注）１  　普通株式 309 － 10 299 －

 平成17年新株予約権（注）１ 　 普通株式 283 － 20 263 －

 合計  － 1,434 － 31 1,403 －

（注）平成14年、平成16年および平成17年新株予約権の減少は、社員の退職に伴う権利失効によるものであります。

 

　　３．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 525,105千円

現金及び現金同等物期末残高 525,105

 

現金及び預金期末残高 379,450千円

現金及び現金同等物期末残高 379,450
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は以下のとおりであります。 

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額および期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円） 

器具及び
備品

111,67962,97410,74237,962

ソフト
ウェア

265,73499,924140,30125,508

合計 377,414162,899151,04463,470

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円） 

器具及び
備品

62,87240,7214,86917,281

ソフト
ウェア

194,39155,194122,88816,308

合計 257,26495,916127,75833,589

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 85,391千円

１年超 110,944千円

合計 196,336千円

リース資産減損勘定の期末残高 135,986千円

 

 

１年内 56,579千円

１年超 50,778千円

合計 107,358千円

リース資産減損勘定の期末残高 73,943千円

  （うち1年内）　　　　　　　（38,316千円） 

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額および減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額および減損損失

支払リース料 85,704千円

リース資産減損勘定の取崩額 27,810千円

減価償却費相当額 54,926千円

支払利息相当額 4,571千円

減損損失 138,009千円

支払リース料 89,704千円

リース資産減損勘定の取崩額 62,043千円

減価償却費相当額 82,724千円

支払利息相当額 5,032千円

減損損失 ―千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成20年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

区分
取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(1) 株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の

(1）株式 2,438 2,438 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,438 2,438 －

合計 2,438 2,438 －

 （注）当事業年度において、その他有価証券で時価のあるものの減損処理額は、1,960千円であります。

 

２　当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

－ － －

３　時価評価されていない主な有価証券

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 35,396

計 35,396

 （注）当事業年度において、その他有価証券で時価のないものの減損処理額は、55,894千円であります。
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当事業年度（平成21年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

区分
取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(1) 株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の

(1）株式 2,532 2,532 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,532 2,532 －

合計 2,532 2,532 －

 （注）当事業年度において、その他有価証券で時価のあるものの減損処理額は、1,105千円であります。

 

２　当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

74,750 61,102 －

３　時価評価されていない主な有価証券

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 21,748

計 21,748

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

　当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社メンバーズ(E05153)

有価証券報告書

56/73



（ストックオプション等関係）

　　前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

　　　１．ストックオプションの内容、規模及びその変動状況

　　　（１）ストックオプションの内容

 平成14年ストックオプション平成16年ストックオプション平成17年ストックオプション

付与対象者の区分及び数
当社の取締役１名

当社の従業員27名

当社の取締役２名

当社の従業員32名

当社の取締役１名

当社の監査役３名

当社の従業員25名

ストックオプション数

（注）１
普通株式　2,190株 普通株式　797株 普通株式　528株

付与日 平成15年８月13日 平成17年３月１日 平成17年９月１日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
自　平成15年８月13日

至　平成17年８月31日

自　平成17年２月９日

至　平成18年８月31日

自　平成17年９月１日

至　平成19年８月31日

権利行使期間
自　平成17年９月１日

至　平成21年８月31日

自　平成18年９月１日

至　平成26年７月31日

自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　２.「第４　提出会社の状況、１　株式等の状況、（２）新株予約権等の状況、①新株予約権の新株

　　　　予約権の行使の条件」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社メンバーズ(E05153)

有価証券報告書

57/73



　　（２）ストックオプションの規模及びその変動状況

　　　　当事業年度において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションの数については、株式数に

　　　換算して記載しております。

　　　①　ストックオプションの数

 平成14年ストックオプション平成16年ストックオプション平成17年ストックオプション

権利確定前　　　　（株）    

前事業年度末 － － 443

付与 － － －

失効 － － 30

権利確定 － － 413

未確定残 － － －

権利確定後　　　　（株）             

前事業年度末 843 528 －

権利確定 － － 413

権利行使 － － －

失効 1 219 130

未行使残 842 309 283

　　　②　単価情報
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 平成14年ストックオプション平成16年ストックオプション平成17年ストックオプション

権利行使価格（円） 25,000 45,000 50,000

行使時平均株価（円） － － －

公正な評価単価（付与日）

（円）

－ － －

　　当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　　１．ストックオプションの内容、規模及びその変動状況

　　　（１）ストックオプションの内容

 平成14年ストックオプション平成16年ストックオプション平成17年ストックオプション

付与対象者の区分及び数
当社の取締役１名

当社の従業員27名

当社の取締役２名

当社の従業員32名

当社の取締役１名

当社の監査役３名

当社の従業員25名

ストックオプション数

（注）１
普通株式　2,190株 普通株式　797株 普通株式　528株

付与日 平成15年８月13日 平成17年３月１日 平成17年９月１日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
自　平成15年８月13日

至　平成17年８月31日

自　平成17年２月９日

至　平成18年８月31日

自　平成17年９月１日

至　平成19年８月31日

権利行使期間
自　平成17年９月１日

至　平成21年８月31日

自　平成18年９月１日

至　平成26年７月31日

自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　２．「第４　提出会社の状況、１　株式等の状況、（２）新株予約権等の状況、①新株予約権の新株

　　　　予約権の行使の条件」に記載のとおりであります。
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　　（２）ストックオプションの規模及びその変動状況

　　　　当事業年度において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションの数については、株式数に

　　　換算して記載しております。

　　　①　ストックオプションの数

 平成14年ストックオプション平成16年ストックオプション平成17年ストックオプション

権利確定前　　　　（株）    

前事業年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　（株）             

前事業年度末 842 309 283

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 1 10 20

未行使残 841 299 263

　　　②　単価情報

 平成14年ストックオプション平成16年ストックオプション平成17年ストックオプション

権利行使価格（円） 25,000 45,000 50,000

行使時平均株価（円） － － －

公正な評価単価（付与日）

（円）

－ － －
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）  

貸倒引当金     19,867千円

賞与引当金 20,818

事業閉鎖損失 21,014

     

減損損失 69,083

投資有価証券評価損 27,129

繰越欠損金 475,024

その他 12,753

繰延税金資産小計 645,692

評価性引当額 △645,692

繰延税金資産合計  －

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 18,878千円

賞与引当金 13,549

事業閉鎖損失 －

本社移転損失引当金 12,829

減損損失 30,095

投資有価証券評価損 25,973

繰越欠損金 158,534

その他 8,308

繰延税金資産小計 268,169

評価性引当額 △268,169

繰延税金資産合計 －

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりま

せん。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 (％)

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等 13.3

受取配当等 △0.2

評価性引当額の増減 △53.9

住民税均等割 16.4

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.4

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額       　　26,748円75銭 27,318円78銭

１株当たり当期純利益又は１株当た

り当期純損失（△）
     　　　△17,314円08銭 570円03銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、当期純損失を計上して

いるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △493,427 16,084

普通株主に帰属しない金額 （千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） △493,427 16,084

期中平均株式数 （株） 28,498 28,217

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

 ―――――――  新株予約権

株主総会の特別決議日

平成14年８月27日　　　841個

平成16年８月26日　 　 299個

平成17年８月26日　 　 263個

これらの詳細は、「第４提出会社の
状況、１　株式等の状況、（2）新株
予約権等の状況」に記載のとおり
であります。

EDINET提出書類

株式会社メンバーズ(E05153)

有価証券報告書

62/73



（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――――  
（多額な資金の借入）

　　

当社は、次の内容の借入契約を締結し、資金の借入を実

行しております。　　　　　  　　　

１．資金使途　　本社の移転費用

　２．借入先　　　さわやか信用金庫　虎ノ門支店

　３．契約締結日　平成21年５月29日

　４．借入実行日　平成21年５月29日

　５．借入金額　　80百万円

　６．借入金利　　1.6%固定金利

　７．返済条件　　5年間の60回元金均等払い

　８．担保提供資産の有無　無 

 

 

（ストックオプションの発行）

 

　当社は平成21年５月26日開催の取締役会において、当社

取締役および監査役に対するストック・オプションとし

ての新株予約権による報酬等の額および具体的内容の決

定についての議案を、平成21年６月29日開催予定の当社第

14回定時株主総会に付議することを決議し、同株主総会に

おいて当該新株予約権を発行することについて承認決議

を受けました。

　なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提出会社

の状況　１株式等の状況　(8)ストックオプション制度の内

容」に記載しております。

 

(発行要領）

①新株予約権の割当を受ける者

当社取締役及び当社監査役

②新株予約権の目的たる株式の種類及び数

取締役に対して普通株式500株、監査役に対して普通株式

100株をそれぞれ上限とする

③新株予約権の総数

取締役に対して500個、監査役に対して100個をそれぞれ上

限とする(新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は

普通株式１株とする。)

④新株予約権の発行価格

無償

⑤新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額

新株予約権発行の日の属する月の前月の各日(取引が成立

しない日を除く)における名古屋証券取引所における当社

普通株式取引終値の平均値に1.05を乗じた金額若しくは

新株予約権発行の日の前の営業日のうち取引が成立した

最後の営業日の取引終値のどちらか高い金額とする

⑥新株予約権の行使期間

新株予約権発行日より２年を経過する日から３年を経過

する日まで
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

（投資有価証券）   

その他有価証券   

㈱環 100 642

デジタル・アドバタイジング・コン

ソーシアム㈱
81 2,532

㈱グリーン情報システムズ 20 1,000

㈱アイティーブースト 12,000 16,000

㈱関心空間 400 4,105

計 12,601 24,280

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期末減損
損失累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産         

　建物 62,824 － 12,59350,23024,037 － 4,37126,193
　工具、器具
　　　及び備品

47,5541,048 9,79338,80928,745 434 3,794 9,629

有形固定資産計 110,3791,04822,38789,04052,782 434 8,16535,822

無形固定資産         

ソフトウエア 25,21618,70722,05221,871 4,125 － 2,16217,746
電話加入権 525 － － 525 － － － 525

無形固定資産計 25,74118,70722,05222,396 4,125 － 2,16218,271

長期前払費用 481 － 481 － － － － －

（注）１．ソフトウエアの増加額の主なものは、インタラクティブ・マーケティング事業に係るシステム18,707千円

　　　　　であります。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 100,000 － － －

１年以内返済予定の長期借入金 100,000 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 200,000 － － －

（注）「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　当期末残高なしのため、記載しておりません。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 6,924 1,517 4,772 2,151 1,517

賞与引当金 51,152 33,291 51,152 － 33,291

事業閉鎖損失引当金 15,200 － 15,200 － －

本社移転損失引当金 － 31,088 － － 31,088

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 －

預金

普通預金 379,450

定期預金 －

計 379,450

合計 379,450

ロ　受取手形

(イ)相手先別

相手先 金額（千円）

㈱オリコム 1,207

合計 1,207

　　　　　　(ロ)期日別内訳
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期日 金額（千円）

平成21年４月満期 －

平成21年５月満期 －

平成21年６月満期 1,207

平成21年７月満期 －

合計 1,207

ハ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

トレンドマイクロ㈱ 123,721

㈱大京 50,272

全日空システム企画㈱ 40,123

㈱電通 39,343

凸版印刷㈱ 33,318

その他 458,943

合計 745,723

 (ロ）売掛金滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

937,339 4,956,1055,147,721 745,723 87.35 61.98

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ　仕掛品

区分 金額（千円）

コンテンツデザイン制作費用 48,484

合計 48,484

ホ　敷金保証金
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相手先 金額（千円）

三井不動産㈱ 111,591

オーバーチュア㈱ 90,000

その他 863

合計 202,455

ｂ　負債の部

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 91,505

グーグル㈱ 58,707

オーバーチュア㈱ 39,738

コスモステクノコーポレーション㈱ 31,790

㈱関心空間 15,458

その他 192,025

合計 429,226

ロ　未払金

区分 金額（千円）

従業員給料 77,326

社会保険料 11,897

明誠監査法人 4,725

事業所税 3,791

㈱リクルートスタッフィング 2,619

その他 55,415

合計 155,774

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

種類
第１四半期

自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

第２四半期
自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

第３四半期
自平成20年10月１日
至平成20年12月31日

第４四半期
自平成21年１月１日
至平成21年３月31日

売上高（千円） 1,106,590 1,213,491 1,081,651 1,318,366

税引前四半期純利益金額ま

たは税引前四半期純損失金

額（△）（千円）

△81,414 51,328 △41,514 90,844

四半期純利益金額または四

半期純損失金額（△）（千

円）

△82,359 50,383 △42,211 90,271

１株当たり四半期純利益金

額または四半期純損失

（△）（円）

△2,918.79 1,785.56 △1,495.94 3,199.20
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都江東区東砂七丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　―

　　買取手数料    別途定める

公告掲載方法

電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、東

京都において発行する日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL　　 http://www.members.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業

内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２の規定に基づくもの　

平成20年５月30日

関東財務局長に提出

(2)
有価証券報告書及び

その添付書類   

 事業年度

（第13期）

自　平成19年６月１日

至　平成20年３月31日

平成20年６月27日

関東財務局長に提出

(3)

 

四半期報告書及び確

認書

 

 第14期第１

四半期

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

平成20年８月13日

関東財務局長に提出

 第14期第２

四半期

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

平成20年11月14日

関東財務局長に提出

 第14期第３

３四半期

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

平成21年２月12日

関東財務局長に提出

(4)臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業

内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２の規定に基づくもの　

平成21年５月28日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月27日

株式会社メンバーズ  

 取締役会　御中    

 新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内山　敏彦　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤原　道夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社メンバーズの平成19年６月１日から平成20年３月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社メン

バーズの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社メンバーズ(E05153)

有価証券報告書

72/73



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成21年６月29日

株式会社メンバーズ  

 取締役会　御中    

 明　誠　監　査　法　人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉伸　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤　研二　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社メンバーズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社メン

バーズの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成21年５月29日に金融機関より、80百万円の借入を実行

した。 

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社メンバーズの平成21年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社メンバーズが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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